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＜基本方針＞

迅速適格な初動体制を目指して

１.人命保護を最優先
２.事前対応に万全を期し、
被害を最小限に食い止める
３.事業の早期復旧

大規模地震時はむやみに移動しない
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勤務時間外の行動基準
＜南海トラフ地震臨時情報が発表された場合＞
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勤務時間外の行動基準
＜大規模地震が発生した場合＞
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勤務時間外の行動基準
＜大規模地震が発生した場合＞
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外勤時の行動基準
＜南海トラフ地震臨時情報が発表された場合＞
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安否および事業所の被災状況の報告方法
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＜安否報告＞
・大規模震災が発生した場合、全役職
員の携帯電話に安否確認メール（き
ずなネット）が一斉送信される。
・メールに示されたURLにアクセスし、
安否状況を入力する。
・携帯電話が使用できない場合や、安
否確認メール（きずなネット）が受
信できない場合等は、所属長に次の
事項を報告する。

①本人及び家族の安否
②自宅の被害状況
③出勤の可否
④避難する場合の避難場所及び今後の
連絡方法



安否および事業所の被災状況の報告方法
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防災気象情報が防災気象情報(気象庁)が
発令された場合の対応(風水害)
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防災気象情報(気象庁)が
発令された場合の対応(風水害)
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災害伝言ダイヤル１７１
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かかりやすい電話の順番
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＜巨大地震注意＞
被災施設及び市町村等の避難情報対象
地域の施設を除き、通常通り事業活動
を継続しつつ、地震発生に備えた準
備・確認を行う。

＜巨大地震警戒＞
※南海トラフ西側（近畿）で巨大地震
が発生した場合発令

（事前避難対象地域）
対象地域にある施設について、事業活
動を縮小・停止する。
市町村より避難勧告が発令されるため、
１週間程度避難する。

南海トラフ地震臨時情報が
発表された場合の対応
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（事前避難対象地域以外）
通常通り事業活動を継続しつつ、地震
発生に備えた準備・確認を行う。

※被災地と巨大地震警戒（事前避難対
象地域）を除き、生活インフラを含め、
各種事業活動の停止は予定されていな
い。

※巨大地震警戒（事前避難対象地域）
では、生活インフラ（電気・ガス・水
道・鉄道など）を除き原則、１週間程
度停止されることが想定されている。

南海トラフ地震臨時情報が
発表された場合の対応
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